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本書の視点と特徴

2006年４月より改正障害者雇用促進法が，同

年10月から障害者自立支援法が施行され，障害

のある当事者とその家族，関係者や企業はもち

ろんのこと，社会全体が障害者の雇用・就労に

大きな関心を寄せるようになってきている。し

かし，その障害者の雇用・就労を支える基本は

職業リハビリテーションであるということは，

一般的には両制度ほどはあまり知られていない

のではないだろうか。本書は，旧版（松為信

雄・菊池恵美子編『職業リハビリテーション入

門　キャリア発達と社会参加への包括的支援体

系』協同医書出版社，2001年６月）と同じく，

キャリア発達と社会参加に向けた包括的な就労

支援という視点に基づいた，職業リハビリテー

ションの基本書である。

職業リハビリテーションとは，ILOの1983年

の第159号条約では「すべての障害をもつ人々

が適当な雇用に就き，それを継続し，かつ，そ

れにおいて向上することができるようにするこ

と，並びに，それにより障害をもつ人々の社会

への統合又は再統合を促進すること」と定義さ

れている。障害者がこうした職業上の役割を果

たすには，職場以外の生活面での役割を含めて

両者を一体的に支援することが不可欠である。

こうした現状を踏まえ，旧版ではキャリア発達

の視点に基づき，「生涯を見通した発達段階に

おける種々の役割を自ら選択したり遂行できる

ように援助すること」（旧版p.14）が職業リハ

ビリテーションに求められるとしている。本書

も同様の視点に基づいているが，旧版にあった

上述の職業リハビリテーションの定義について

明確な項目がない。職業リハビリテーションの

専門家にとっては前提の知識かもしれないが，

初めて本書を手に取る読者にとっては多少わか

りにくいきらいがある。よって，旧版も併せて

本書を読むことをお勧めする。

旧版を改訂した本書の出版の経緯として，編

者は以下の３点を記している。第一に，前述の

法制度の改正・施行や特殊教育から特別支援教

育への展開等，労働施策と福祉施策及び教育の

連携の確立を図る変革の時代を迎えたことであ

る。第二に，旧版では合計30節による構成であ

るが，本書は内容の全面的な書き換えや新たな

内容を大幅に追加し，合計53節となった。第三

に，職業リハビリテーションの知識と技術を体

系化させ，さらなる学問的確立を願って，本書

のタイトルを「職業リハビリテーション学」と

したとある。

以上の経緯は，本書の執筆者が雇用・就労，

保健，医療，福祉，教育と広範囲にわたった総

勢53名にも及んでいることからも読み取れる。

つまり，障害者の雇用・就労には，障害者個々

人の生涯にわたる生活を支援することが必要で

あり，それは必然的に学際的な研究と実践にな

ることを意味するのである。

また，それぞれの著者の立場は異なるが，一

つの視点が本書全体を貫いていると評者は考え

る。それは，障害を「個人と環境との相互作用」

によって捉えるWHOのICF（国際生活機能分類）

の概念に基づいた視点である。つまり，どの著

者の記述も，職業リハビリテーションが個人と
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環境の両者に働きかけ，必要な支援を行うこと

で障害者の雇用・就労が実現するという視点に

基づいているのである。次に本書の構成と概要

を述べる。

本書の概要

本書の構成は，職業リハビリテーションの基

礎的な知識を述べた「第Ⅰ部　就労支援の知

識」，職業リハビリテーションの実際の具体的

な技術を体系化した「第Ⅱ部　就労支援の技

術」，就労支援実務における留意点と多数の事

例を挙げながら様々な障害の特性と職業的課題

及びそれへの対処をまとめた「第Ⅲ部　就労支

援の実際」である。詳細は以下のとおりであ

る。

第Ⅰ部　就労支援の知識

第１章　職業リハビリテーションの視点

第２章　キャリア発達の理論

第３章　就労支援の現状

第４章　就労支援の歴史と展開

第Ⅱ部　就労支援の技術

第５章　就労支援の過程と手法

第６章　職場の環境整備と調整

第７章　ジョブコーチ

第８章　ケースマネジメント

第９章　支援ネットワーク

第Ⅲ部　就労支援の実際

第10章　就労支援実務における留意点

第11章　障害特性と職業的課題への対処：

事例

第１章では広くリハビリテーションの概念を

説明し，その一分野である職業リハビリテーシ

ョンの概念を働く意味とQOLの視点との関連で

説明している。また，リハビリテーションカウ

ンセリングや，就業形態の多様化と障害者の働

き方について一般雇用，授産施設や小規模作業

所等での福祉的就労，欧米先進諸国での働き方

の類型を挙げて述べている。

リハビリテーションとは「再び能力を回復す

る」「再び機能を身につける」という意味で，

人間としての能力や尊厳などが回復することを

内包している（松為「第1節 リハビリテーショ

ンの概念」）。その体系は医学的リハビリテーシ

ョン，教育的リハビリテーション，職業的リハ

ビリテーション，社会的リハビリテーション，

心理的リハビリテーション，リハビリテーショ

ン工学を統合したものである。評者なりに解釈

すれば，こうしたリハビリテーションは障害の

ない状態への「矯正」ではなく，障害の特性や

個別的ニーズに即応した，障害者のエンパワー

メントである。働くことを通して自分が社会に

役立っていると実感することは障害者にとって

も重要であり，そうした自己効力感が主観的

QOLを高めることを本書は指摘している。また，

人として当たり前な生活を実現させる「社会化」

を身につける最も適切な手段が「働く」ことを

通して得られることも確かであると述べてい

る。さらに，職業リハビリテーションは個人の

ニーズだけでなく，社会的な存在としての個人

が，家族や職場などの集団で要請される「役割」

を遂行することで充足される集団のニーズが存

在することを前提としなければならないとして

いる。したがって，職業リハビリテーションに

は，障害者個人と受け入れ側の企業や様々な環

境条件の両方に焦点を当てた活動が不可欠であ

ると指摘している。

第２章ではキャリア発達の概念及び諸理論と

それらの就労支援への援用等について述べてい

る。第３章では障害者の雇用・就業状態の実態

と福祉的就労の現状，障害者の職業訓練の歴史

と今後の職業能力開発の課題，特別支援教育を

取り上げている。また障害者雇用の基本的な制

度である障害者雇用促進法，障害者雇用率制度，
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納付金制度と就労支援機関や事業について述べ

ており，職業リハビリテーションと障害者雇用

の基礎的な理解には不可欠な内容となってい

る。第４章では職業リハビリテーションを支え

る制度としてILO条約・勧告や日本の労働行政

及び福祉行政の歴史と展望，また障害者基本法

による障害者政策を概説している。同章第3節

では，近年法定雇用率達成が企業のコンプライ

アンスと社会的責任（CSR）として重視される

ようになってきた状況とその意義を論じてい

る。第４節では職業リハビリテーションと人権

の関連を論じ，職業リハビリテーションは障害

者が労働契約によって現代経済に組み込まれて

いく協力をするということ，その際に福祉と経

済の関係，障害ゆえの差別や企業の社会的責任

といった問題への対応も念頭に入れなければな

らないとしている。第５節では雇用・就労支援

の国際的動向を取り上げ，後述する国連の障害

者の権利条約と障害者雇用の関連，ILOやEUの

先進的な取り組み，さらに障害者の雇用機会拡

大の法制度として障害者差別禁止法アプローチ

と雇用率制度アプローチを説明し，両者を組み

合わせた施策の必要性が国際的に認識されてい

ることを示している。第６節と第７節では職業

リハビリテーションの専門職・従事者と研究の

役割の重要性を述べている。

第５章では就労支援の過程と手法について，

第６章では障害者を受け入れる企業側に必要な

視点や職場の環境整備について述べている。第

7章では「就職前の特別な環境における訓練」

から「就職後の職場における継続的支援」へと

職業リハビリテーションの方法をパラダイム転

換させた援助付き雇用とジョブコーチの方法・

技術を述べている。第８章では就労支援におい

て障害者のニーズと社会資源を結びつけるケー

スマネジメントについて，第９章では横断的か

つ機能的な支援ネットワークの形成を具体的な

事例を基に述べている。第10章では障害者自立

支援法の影響と障害者雇用が進んでいない現実

を見据えた上での具体的な施策の必要性，職業

リハビリテーションと支援者の倫理の重要性，

企業の求める支援者のあり方，企業側から見た

採用の決め手と評価法，そして高次脳機能障害，

発達障害，精神障害のある当事者や家族の求め

る支援のあり方を述べている。第11章では感覚

障害，肢体不自由，発達障害，精神障害，内部

障害のケースごとに障害の概要と特性，必要な

支援方針が述べられ，豊富な事例において障害

者の状況，支援過程や考察が丹念に記されてい

る。これまでの全ての内容を念頭において本章

を読むことにより，障害者の職業的ニーズや状

況は個別具体的であり，全ての関係者が連携し

て支援することが不可欠であることや，職業リ

ハビリテーションの実践過程がより具体的なイ

メージとなって理解できる。

本書の意義と今後の課題

本書の意義は，まず職業リハビリテーション

について，その制度・政策から障害の特性に応

じた具体的な支援知識，技術まで全体像を体系

的に把握できることである。次に，障害者の雇

用・就労において不可欠である障害への配慮と

は何かを具体的に理解できる点である。それは，

前述のように障害者個人への支援と，企業や政

策・制度，障害者をめぐる環境の整備の両方が

必要であるということである。2006年12月に国

連総会で採択された障害者の権利条約では，雇

用においても障害への配慮（R e a s o n a b l e

Accommodation）を実現しなければならない

とされている。この概念は日本でも今後一層現

実味を増して重要視されなければならない。

今後の課題として，第一に職業リハビリテー

ションが真に役立つためには，就労を希望し就

労支援を受けている障害者，就労した障害者な
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ど，障害のある当事者の視点も多く取り入れる

ことが必要ではないかと考える。障害者は支援

の対象者であるだけでなく，職業リハビリテー

ションを共に作り上げ発展させていく当事者で

あることを強調したい。第二に本書の全体を通

して読むと，職業リハビリテーションは障害者

だけでなく障害のない人にも共通する部分が多

く，非常に包括的なものであることがわかるで

あろう。障害を持つということは誰もが経験す

る可能性があり，障害を持っても安心して働き

続けられる社会及び政策・制度を実現すること

は，全ての人にとって不可欠であると考える。

ゆえに，障害のある人もない人も共に働けるイ

ンクルーシブな雇用の実現には，多くの方々に

よる職業リハビリテーションの役割と意義の具

体的な理解及び実践が不可欠である。よって本

書を，障害のある当事者，その家族，障害者雇

用の関係者（企業，就労支援者等）は勿論のこ

と，あらゆる分野の多くの方々に読んでいただ

きたい。

（松為信雄・菊池恵美子編『職業リハビリテ

ーション学［改訂第2版］─キャリア発達と社

会参加に向けた就労支援体系』協同医書出版社，

2006年11月，xiii＋392頁，定価4,000円＋税）

（やまだ・みほ　法政大学大原社会問題研究所

兼任研究員）
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